
企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

経営戦略
中期3か年経営計画と成長戦略

経営指標と財務運営

経営計画の進捗

重点施策の進捗

財務担当役員メッセージ

Q どのように
資産効率を高めながら
成長するのか? 

渋谷エリアに代表される複数の大型再開発プロジェ

クトの着実な推進と並行して、成長余地の大きい既存

事業の内部成長、アセットライトなフィービジネスの展

開・拡大、事業間連携強化によるシナジー効果の創出

により、収益力と効率性の向上を図ります。

Q 多様な事業・資産を
どのように最適化するのか?

事業・資産の最適化に向けて、ROAを基軸とした「効

率性」に加え、「まちづくりへの貢献」や「自社で担うべ

き事業か」といった視点を重視し、当社グループの強

みを活かした事業ポートフォリオの構築を推進していま

す。また、2025年には商業施設運営事業の再編実施や、

不動産賃貸事業と不動産販売事業を戦略的に組み合わ

せる考えを改めて示しました。これらの取り組みを通じ

て、事業・資産の最適化を進めています。
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

中期3か年経営計画と成長戦略
コロナ禍を経た2024年度を始期とする中期3か年経営計画では、「資本効率向上と財務健全性の両立」「株主資本コストを強く意識した経営」への転換を打ち出しました。
現在、その取り組みを加速させています。

基本的な事業環境認識

中期3か年経営計画（2024-2026年度）

業績影響リスク 事業機会

少子高齢化
移動需要の減少

インバウンドの
継続的増加

不動産市況の
悪化懸念

デジタル技術の
発展･浸透

調達金利の上昇 脱炭素化の加速

人材不足
獲得コストの上昇 定住外国人増加

工事費等（各種原価）
上昇傾向の継続

リアル体験価値の
高まり

気候変動リスクの拡大 新興国の成長

中計公表後、より注視する環境変化要因

外部環境の変化を機会とした戦略的対応と内部成長施策等が、
2024年度の過去最高営業利益達成を後押し

基本方針の主なポイント
■ 事業戦略・コーポレート戦略の推進による経営基盤強化
■ 資本効率等を重視する経営への転換

〈1〉
既存事業の収益力向上による
内部成長の実現
（各事業の利益創出力・）競争力の強化

〈2〉
持続的成長のための
成長投資継続
事業領域の拡大

〈3〉

連結経営／
事業推進基盤の強化

事業戦略 コーポレート戦略

資本効率追求の社内浸透状況
2023年4月の堀江社長就任以降、ROAを基軸とした事業評価

を徹底しています。従来は営業利益・東急EBITDAを重視してきましたが、全社的な意

識変革が急速に進み、現在では「事業の物差し＝ROA」という考え方が連結グループ全

体にも定着しつつあります。また、長期スパンでの投資計画や資本政策を議論するうえ

でも、EPS、ROE、ROAをこれまで以上に重視することで、バランスシートコントロー

ルの精度も着実に向上しています。

多様な事業の最適化
2024年4月に新設した連結ポートフォリオ委員会では、ROAに加え、「まちづくりへの貢

献」と「自社が直接営むべき事業か」という視点も重視しています。沿線の皆様にとって価

値ある事業・サービスを揃え、当社グループの強み（ケイパビリティ、事業間シナジー等）

を活かす事業ポートフォリオの最適化により、連結全体での資産効率最大化を目指します。

並行して、商業施設運営事業の再編など、既存事業の推進体制の最適化も進めています。

課題と今後に向けて
資源配分にあたっては財務面だけでなく、人材やケイパビリティなどの内部環境に加え、

外部環境変化を見据えた将来シミュレーションが不可欠です。短期的効率と長期的成長

の選択となる場面も多く、決して一筋縄ではいきません。一方で、限られたリソースを最

大限に活かす判断が求められる中、ポートフォリオマネジメントの重要性は一層高まってい

ます。今後は評価ロジックをより明確にし、持続的な企業価値の向上を目指していきます。

資本効率向上に向けた取り組み状況
経営企画室長　松本 泰郎

Message
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

経営指標と財務運営
2024年度の業績上振れや足元の事業環境、ならびに施策の実行状況を反映し、中期3か年経営計画および2027年度目標の数値を更新いたしました。

経営指標 キャッシュ・フロー計画（2024～2026年度）

株主還元

進捗における主なポイント
■ 2024年度は増収・増益。営業利益は過去最高
■ 2027年度に向けて利益成長等により、EPSを増加させていく
■ ROEは引き続き適正水準での安定的な管理を行う

計画更新におけるポイント
■ 営業キャッシュ・フローは利益水準の増加等により300億円の増加
■ キャッシュアウトは株主還元増加や、東急リアル・エステート投資法人の
投資口取得による増加を反映

■ 2024年度の年間配当は増配、約400億円の自己株式取得

2024年度実績 2025年度 2026年度 2027年度

EPS 134.81円 139.23円 141円 143円

ROE 9.8% 9.3% 8.7% 8.3%

ROA(総資産事業利益率) 3.8% 3.7% 3.8% 3.8%

最も重視する経営指標

2024年度実績 2025年度 2026年度 2027年度

東急EBITDA （億円） 2,141 2,110 2,200 2,300

営業利益 （億円） 1,034 1,000 1,050 1,100

　交通 （億円） 289 300 317 ー

　不動産 （億円） 483 415 414 ー

　生活サービス （億円） 193 200 229 ー

　ホテル・リゾート （億円） 66 80 85 ー

親会社株主に帰属する
当期純利益 

（億円） 796 800 810 820

有利子負債／
東急EBITDA倍率 

（倍） 6.0 6.1 5.9 5.9

その他の経営指標

（円） （億円）

（年度）2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025（予想）
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１株当たりの配当金・自己株式取得の推移（2019～2025年度予想）

2024年3月公表 2025年5月公表

CASH
IN

営業キャッシュ・フロー 
4,700億円

資金調達 100億円

資産売却等
700億円

CASH
OUT

投資キャッシュ・フロー
5,100億円

株主配当
400億円

CASH
IN

営業キャッシュ・フロー 
5,000億円
資金調達 700億円

資産売却等
700億円

投資口取得 200億円

CASH
OUT

投資キャッシュ・フロー
5,200億円

株主還元
1,000億円

配当

自己株式
取得

•2024年度は１株当たり年間24円（前年度から6.5円増配）
•2025年度は１株当たり年間28円を予定

•2024年度は約400億円の自己株式取得を実施
•2025年度は100億円・650万株を上限とする自己株式取得を実施予定※

※市場動向等により一部又は全部の注文の執行が行われない場合があります

※EPS予想については、2025年5月14日に決議しております、100億円・650万株を上限とする自己株式取得の影響を織り
込んでおりません。
※事業利益 ＝ 営業利益 ＋ 上場会社を除く持分法投資損益 ＋ 不動産事業等に係る受取配当
※東急EBITDA ＝ 営業利益 ＋ 減価償却費 ＋ のれん償却額 ＋ 固定資産除却費 ＋ 受取利息配当 ＋ 持分法投資損益
※2027年度については全社の目標値のみ記載しており、セグメント内訳については記載しておりません。

※2025年度～2027年度は、2025年5月公表数値
※2027年度については現時点の目標値であり、今後策定予定の次期経営計画において改めて正式に開示する予定です。

■当社株主資本コスト（推計値）5.1～6.5％（CAPM〈資本資産価格モデル〉および株式益利回りより算出）
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

事業戦略／コーポレート戦略 重点施策 主な取り組み ページ参照 進捗／展望 投資計画（3か年合計）

〈1〉

既存事業の収益力向上による
内部成長の実現

（各事業の利益創出力・競争力の強化）

■移動を通じた
社会価値と収益性の両立

■「安全・安心」を追求・災害耐性の強化
■高品質オペレーション
■移動需要創出

➡P.33

➡P.45
順調

鉄道事業投資
1,600億円
既存事業投資
（鉄道事業以外）

1,300億円
■バリューアップ投資と
事業間連携による
利益創出力の強化

■バリューアップ
•オフィス賃料 UP、商業施設 売上高増、ホテルADR 上昇、エンタメ施設 集客増

■コングロマリットプレミアム
•定住・交流人口増／“強み”が活かせる事業へのシフト・注力／
顧客接点活用やクロスセル、事業横断施策展開

➡P.27

➡P.31

事業間連携の
さらなる推進

〈2〉

持続的成長のための
成長投資継続
事業領域の拡大

■不動産開発事業を通じた
エリア価値の向上

■渋谷など進行中案件の推進
•投資資金の総額コントロール／地域へのコミットメントと循環再投資
•差別化・ブランド化

➡P.28
渋谷開発

計画変更・着工

成長投資
2,300億円

■不動産販売事業拡大と
バリューチェーン強化、
資産ポートフォリオ戦略

■投資家向け不動産販売／資産回転型、個人向け分譲／住宅
■プロパティマネジメント／コンサルティング・仲介等
■資産入替え／不動産賃貸収入のバランス最適化

➡P.27

➡P.35
順調

■海外事業の継続推進、GX投資
■海外事業継続強化
■グリーンエネルギー発電領域参入

➡P.14

➡P.59
順調

〈3〉

連結経営／
事業推進基盤の強化

■人材戦略
■デジタル戦略
■事業ポートフォリオマネジメント

■従業員から選ばれ続け“個”を最大化する人的資本経営
■顧客価値・事業価値を牽引するデジタルを起点とした施策の横断的展開
■連結資本効率向上と経営資源（人材・資金）の再配分

➡P.48

➡P.66

➡P.24・27

人的資本経営の
強化

経営計画の進捗
中期3か年経営計画初年度（2024年度）における重点施策への取り組みは概ね順調に進んでいます。
外部環境の変化に機動的に対応しつつ、内部成長を高める事業間連携のさらなる推進と、連結経営を支える人的資本への取り組みを強化していきます。

課題認識と対応

■ 渋谷開発計画 ⇒ 工事費等の高騰等を受け、収支への影響を精査し軌道修正を実施。引き続き中長期目線の投資資金の総額コントロールを行い企業価値向上を実現。

■ 人的資本 ⇒ 人材不足や人件費の上昇などの環境変化を踏まえ、従業員エンゲージメントの向上と、一人ひとりの力を最大限に引き出す「個の最大化」を推進。
あわせて、経営戦略と人材戦略の連携を強化し、持続的な成長を目指す。
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

重点施策の進捗
重点施策の主要な進捗状況および重要トピックを以下にまとめました。

〈１〉内部成長の実現

〈3〉連結経営／事業推進基盤強化 ― 事業ポートフォリオマネジメント

•東急電鉄輸送人員：前年度比3.0%増加（＋31百万人）、
東急バス輸送人員：前年度比2.3%増加（＋3百万人）

•共通仕様の車両導入推進による保守業務の省力化
•無線式制御システム（CBTC）導入による運営高度化
•クレジットカードのタッチ決済・QRコードを活用した乗車サービスの拡大

•2024年度下期契約更新における賃料改定は高水準で推移
•2024年度の当社所有床平均賃料（オフィス）は2019年度比13.0％増加
（都心5区平均賃料は1.9％減）

•2024年度のスーパーマーケット売上高は、品揃えや付加価値商品の強
化等により前年度比1.7%増加
•2024年度のショッピングセンターテナント取扱高は、来館者数増加や購
買単価上昇等により前年度比4.7%増加

•インバウンド需要の取り込み、既存ホテル店舗へのバリューアップ投資等
によるGOP※向上
•2024年度ホテル事業のGOPは357億円（前年度比＋68億円）

連結事業を俯瞰して、強化領域と再構築領

域を明確化し、連結資本効率向上と経営資源

（人材・資金）の再配分を進めています。

事業ポートフォリオマネジメント推進のた

めの専門組織を組成し、抜本的な対応が必

要な事業に経営トップが直接関与する体制を

構築しています。 利益貢献度

競
争
優
位
性

市
場
成
長
性

小
低

高

大

基幹事業

成熟領域

強化領域
新規領域

不採算・低採算
抜本的対応策検討

各領域に応じた投資戦略により
経営資源配分を最適化

各事業の評価（イメージ）

中期3か年経営計画を取り巻く環境の変化として、特に工事費の高騰（2024年は2021年

比で約35%上昇※）や調達金利の上昇は、不動産開発の推進にとって逆風となっています。

こうした状況下では、資本効率を重視した経営の重要性が一層高まっています。当社は、事

業環境の変化と自社のビジネスモデル・内部環境を踏まえ、不動産事業における企業価値

向上の考え方を再整理し、2025年5月に開示しました。

不動産賃貸業をコア事業とすることで、安定した利益水準を確保し、大型再開発を実行す

るための基盤を強化するとともに、株式市場に対しても安定的かつ高水準な企業価値の提

供を目指します。さらに、戦略的な不動産販売を組み合わせることで、賃貸業を軸としなが

らもROAの向上や売却による早期資金回収を図り、キャピタルゲインの活用を通じた循環

型の再投資を加速させていきます。このように、不動産賃貸業と販売業を戦略的に組み合

わせ、適切なリターンを確保することが、不動産事業における企業価値向上の考え方です。

※全国複合用途物件の平均

不動産事業に交通、生活サービス、ホテル・リゾート事業を組み合わせ、
連結グループ全体で利回りをさらに向上

地域コングロマリット経営

組み合わせによる
リターン向上

組み合わせ

売却
キャピタルゲインによる

利回りの確保
＆

回収資金を活用した
再開発PJ推進による
企業価値拡大

コア事業

賃貸
安定的な利益貢献による

企業価値の形成

物件価値向上による企業価値向上

適切な含み益により
再開発PJ推進による
企業価値の拡大

Topic  不動産事業における企業価値の向上の考え方を改めて整理

交通事業

生活サービス
事業

不動産事業

ホテル・
リゾート事業

※GOP：「Gross Operating Profit」ホテルの売上から経費等を差し引いた収益
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重点施策の進捗

〈2〉成長投資継続 ― 渋谷エリアにおける開発状況
渋谷駅周辺では2009年頃より、再開発が本格化し、2040年までに約2兆円規模の不動産関連投資が見込ま

れています。そのうち約半分は当社によるもので、駅直結や周辺の競争力の高いエリアでの開発を推進してい

ます。渋谷区は都心5区で最もオフィス賃貸可能面積が少なく、再開発は地域にとって大きな価値をもたらして

います。過去10年間で就業人口は約33％増加し、街の魅力とエリア価値が着実に向上しています。これにより、

当社グループが展開する鉄道・バスなどの交通事業にも好影響が波及しています。私たちは単なるプロジェク

ト単位ではなく、街全体の価値向上を意識した再開発

を今後も進めていきます。また、工事費の高騰など

外部環境の変化にも柔軟に対応しつつ、ポートフォリ

オ全体の価値向上を目指します。

《独立社外取締役コメント》

中期3か年経営計画の評価と取り組み
新たな中期3か年経営計画の初年度である

2024年度は、過去最高の営業利益を上げること

ができた。これは、各事業部門が経営改善や構造

改革にコロナ前から取り組んできたことと、その取

り組みをコロナ禍で加速したことにより得られた成果であり、さらにこの

成果が外部環境の好転により増幅された結果である。このように順調な

スタートを切ったが、すでに物価上昇や人手不足などの環境変化が顕在

化しているため、工事費増加等のリスクシナリオが事業に与える影響を分

析し、適切な対応を先んじて検討する等、リスク管理を強化することが重

要である。

今後の注視ポイントと課題
物価上昇や人手不足により開発プロジェクトの遅れが懸念される。こ

の懸念が実現した場合に備えて、各プロジェクトをどのように見直すべき

かや、遅れによる収入や利益の減少をどう補うか等について議論すること

が重要である。

また、当社の外部評価にコングロマリットプレミアムが上乗せさせるた

めには、事業部門の間でシナジーを継続的に生み出すことと、シナジー

を可能な限り定量的に説明することが必要である。

渋谷を中心に複数の大型再開発プロジェクトが同時進行中であり、工事

費高騰や金利上昇といった環境変化も踏まえた、中長期の資金計画や重

要経営指標のシミュレーション、リスク管理などについて社外取締役も交

え議論を行ってきました。

変化する環境下での投資とリスク管理

取締役  清水 博
渋谷エリア全体の開発投資額
（2009～2040年までの累積、公共事業も含む）

渋谷エリアの開発状況

渋谷スクランブル
スクエア

渋谷スクランブル
スクエアShibuya 

Upper West
Project

Shibuya 
Upper West

Project

開業済
当社

東急不動産HD
他社開発

推進中

東
急
田
園
都
市
線

東
急
田
園
都
市
線 東急東横線

東急東横線

渋谷アクシュ渋谷アクシュ

渋谷キャスト渋谷キャスト

渋谷ヒカリエ渋谷ヒカリエ
宮益坂地区宮益坂地区

渋谷ブリッジ渋谷ブリッジ

渋谷ソラスタ渋谷ソラスタ 渋谷ストリーム渋谷ストリーム

セルリアンタワーセルリアンタワー

Shibuya Sakura StageShibuya Sakura Stage

渋谷マークシティ渋谷マークシティ

JR山手線・埼京線・湘南新宿ラインJR山手線・埼京線・湘南新宿ライン

ミヤシタパークミヤシタパーク

渋谷PARCO渋谷PARCO

進行中の再開発プロジェクト一覧※

エリア プロジェクト 開発進捗状況
スケジュール 想定

延床面積
想定投資額
（当社負担分）～2030年度 2031年度～

渋谷

Shibuya Upper West 
Project

特定目的会社設立
建設工事推進中

合計
約70万m2

合計
約6,000億円
規模

渋谷スクランブルスクエア 
中央棟・西棟 建設工事推進中

宮益坂地区
第一種市街地再開発

本組合設立認可
公告済

計画1

準備組合設立
計画2
計画3
計画4

※各プロジェクトのスケジュール、延床面積、投資額については、現時点での将来の見通しであり、さまざまな不確定要素を含んでいるため、今後
変動する可能性があります。

●  2029年度竣工（予定）

●  2031年度竣工
（予定）

●  2031年度竣工
（予定）

総投資額
2兆円超

開業済

当社  50%程度

推進中
※当社を除く投資額については、
市場相場による当社試算

28

CONTENTS

私たちの目指すもの

イントロダクション

CONTENTS〈目次〉

対話テーマ

 トップコミットメント

 東急を知る

 価値創造ストーリー

 経営戦略

中期3か年経営計画と成長戦略

経営指標と財務運営

経営計画の進捗

重点施策の進捗

財務担当役員メッセージ

 事業別戦略と実績

 サステナビリティ経営基盤

 ガバナンス

 企業情報



企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

財務担当役員メッセージ

財務運営方針のポイント
インフレ下での効率的なバランスシート運営の重要性
金利ある世界の形成が進むとともに、物価高と不動産価格

の上昇も進んでいます。このような環境下でアナリストや投資

家の皆様と対話する中で、効率的なバランスシートを念頭にお

いた財務運営方針の重要性を改めて実感しています。

財務運営方針のポイントは3つあります。1つ目は有利子負

債の規模です。金利等調達環境に著しい変化が生じた場合で

も、金融機関から安定的に資金調達を継続できる有利子負債

の規模は、1兆円程度であると認識しています。投資案件も

多数ある中で、数値ありきで減らしていくものではありません

が、総資産が伸びていく中でもこの点は意識しています。

2つ目は資産効率を示すROA（総資産事業利益率）です。

私たちは鉄道や不動産を手掛けるインフラ企業であることか

ら、総資産に対する収益性を示すROAは重要です。業態の広

さと企業規模の大きさを踏まえると、2024年度実績の3.8%

は必ずしも悪い数値ではありませんが、改善の余地があると

捉え、全社で4%を超えていくことを目標にしています。

当社は不動産を子会社に賃貸し、当社と子会社の事業がそ

れぞれの立場で努力を重ねることで、賃料収入と子会社収益

の両方を上げていける事業構造を持っています。不動産事業

に交通、生活サービス、ホテル・リゾート事業を組み合わせ、

連結グループ全体で利回りを向上させる「地域コングロマリッ

ト経営」を進めています。

3つ目はキャッシュ・フロー創出力です。私たちは鉄道の

安全のための恒常的な設備投資に加え、渋谷や沿線の開発も

進めており、中期経営計画の3か年で5,200億円の投資を計画

（年間1,750億円程度）しております。事業に必要な投資を当

社の事業から得られるキャッシュ・フローで賄うという意味で、

EBITDAで示した場合、その金額が2,000億円あれば今後の

成長に向けたさまざまな選択肢を柔軟に取ることができると考

えています。コロナ禍の2020年度のEBITDAは553億円ま

で落ち込みましたが、2026年度のEBITDA見通しは2,000

億円であり、目標水準に着実に近付いてきています。

キャッシュアロケーション キャッシュ・フロー計画 ➡P.25

キャッシュインの増加分で株主還元とコスト上昇をカバー
私たちは長期的視点に基づく事業を行っており、創出された

キャッシュをステークホルダー別に優先順位を見極め効率的に

活用していくという考え方はこれまでと変わりません。その上

で、2025年5月に見直した現中計期間のキャッシュ・フロー

計画では、キャッシュインの増加分で株主還元と工事費等のコ

スト上昇を補うことを重視していく方針です。

株主還元については、海外マネーの流入や、TOPIXや日経

平均株価が史上最高値をつけるなど株式市場が活況を呈して

おり、マーケット動向は一層重視する必要があります。金融機

関による政策保有株式の縮減の動きもあることから、2024年

度に400億円、2025年度も5月に100億円を上限とする自己

株式取得を決議し、実施しています。

工事費上昇とともに工期も延びており、工事期間で均した場

合のキャッシュインとのバランスは取れていると認識しています。

工事の進め方についても、従来の施工会社への一括発注だけで

なく、分離発注やIT活用などを進めることで、人手不足と工事費

高騰に対応していく方針です。

キャッシュインの増加要因は、インバウンド増加によりホテ

ル事業のADR（一室単価）が上がり、キャッシュ・フロー創出

力が上がっていること、また、賃貸不動産の賃料収入の上昇が

図られていることが背景にあげられます。例えば渋谷エリアの

オフィス物件においては、2024年度下期で70%超の相手先

様と増賃交渉について合意しています。こうした交渉の結果

もあり、当社の賃料水準は2019年度比で13.0%増加、年平均

にすると2%ほど上がっています。

投資方針
賃料の上昇の背景の一つに、当社による不動産のバリュー

アップへの取り組みがあげられます。賃料上昇に見合う付加

価値を提供していく上でバリューアップ投資は重要です。また、

沿線・渋谷の大型工事は、再開発組合での地権者様との共同

事業が増えていることから、確実に進めていく必要があります。

取締役  専務執行役員  藤原  裕久
次世代のまちづくりを支える財務マネジメント
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財務担当役員メッセージ

加えて、鉄道の安全設備の更新や新システムなどの投資は不

可欠です。そのため、旺盛な設備投資ニーズを支えるキャッ

シュインを一層重視していく必要があります。

含み益の活用
昨今、不動産の含み益を考慮した修正PBRに注目が集まっ

ています。私たちは賃貸等不動産簿価5,680億円に対し時価

は1兆3,457億円（いずれも2024年度末）となっており、修正

PBRは1倍を下回っていることが指摘されています。一般的に、

含み益の活用として資金化や還元は多くの投資家が求めると

ころです。しかしながら当社の含み益は駅直結物件によるとこ

ろが大きく、必ずしも流動性は高くありません。

私たちは、含み益はこれまでの経営が積み重ねてきた企業

経営の礎であり、私たち自身の投資余力や、共同事業を行うス

テークホルダーからの信頼につながるものだと捉えています。

「Shibuya Upper West Project」や「宮益坂地区第一種市

街地再開発事業」のような大規模かつ地権者の方などにもご

一緒いただいている案件に投資できるのも、こうした礎があっ

てのことであり、東急ならではの活用方法があることをお伝え

しています。

株主還元の強化・従業員の処遇充実 株主還元 ➡P.25

前述の通り、株主還元は優先度高く取り組んでいます。

EPSは最も重視する指標の一つです。ROEやROAが一時的

に低下する見通しの中でも、EPSは2024年度134.81円から

2027年度まで毎年着実に増加する計画です。1株当たり配当

金も2023年度から継続して増やしており、2025年度は年間

28円を予定しています。着実に還元を強化していることを実

績でお示ししていくことは投資家の皆様からの信頼を得る上

で非常に重要だと考えています。

従業員の処遇の充実にも取り組んでいます。当社は2024年

度に続き、2025年度は一般社員（管理職等を除く）の年収が

平均8.5％アップする基本給改定・賞与増額を実施しました。2

年連続で過去最高の賃上げを実施し、給与水準の改定は業界

の中でも上位水準です。さらに福利厚生としての社宅の増強、

教育費の増加を意識しています。従業員の働く意欲や先行き

に対する前向きなマインドセットにつながることが重要です。

ステークホルダーから選ばれ、信頼される企業へ
サステナビリティ × 財務
近年は、グループ全体のリスクマネジメント体制の強化にも

注力しており、その背景には、自然災害の頻発・激甚化に加え、

再エネ投資など私たちの事業の広がりがあります。こうした状

況を踏まえ、多様なリスクや保険を適切に管理できる体制を整

備しています。

また、世界的にESG投資は大きな変化に直面していますが、

CO2削減効果が問われるカーボンクレジットのようなものは引

き続き重視されていることを実感しています。

私たちはベトナム政府と日本政府の協力の下、ビンズン新

都市の大型商業施設「SORA gardens SC」において、環境

省の令和3年度「二国間クレジット制度資金支援事業のうち設

備補助事業」に採択されており、事業を通じた環境負荷低減の

取り組みを続けています。

ファイナンスの面では、サステナビリティの取り組みを推進

していくため、2020年度からサステナビリティ・リンクロー
ンの実施やサステナビリティ・ボンドの発行 ➡P.59  などを

継続的に行っています。 

次世代のまちづくりを
当社はわずか110.7kmの鉄道の沿線に556万人の人口集

積があり、日本の中でも有数の経済規模のエリアにあります。

街を開発し、付加価値が生み出されるから次の開発ができま

す。これは街が広がることだけでなく、街が時に成熟を迎えな

がらも長きにわたり生き続けることにつながります。例えば東

急多摩田園都市は1953年に開発を始め、20年後の1973年

には、開発から多機能型都市への転換を目指し都市の成熟を

視野に入れた運営型モデルへ舵を切りました。現在は鷺沼駅

前地区第一種市街地再開発事業や藤が丘駅前地区再整備など

が進んでいます。また、2025年4月に機関投資家・アナリス

トの方向けにベトナムのビンズン新都市開発を視察いただき

ました。参加された皆様には現地のエネルギーや可能性を肌

で感じていただけたのではないかと思っています。

事業モデル、再開発、海外展開などは、次の時代を見据えて

先代が築いてきた有形・無形の資産です。それらを継承し、次世

代のまちづくりへとつなげていくために、財務マネジメントをさ

らに磨いていきます。ステークホルダーの信頼を積み重ねながら、

まちづくりを担う企業の役割をこれからも果たしてまいります。

［2025年5月公表］ 3か年合計 5,200億円

成長投資
2,300億円

鉄道事業投資
1,600億円

既存事業投資
1,300億円

バリューアップ投資

不動産開発
投資
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